
（平成２４年１１月２１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件



  

福岡厚生年金 事案 4520 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成 21年８月は 12万 6,000円、同年

９月から 22年２月までは 22万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 21年８月 21日から 22年３月 25日まで 

 Ａ社の給与明細書に記載されている厚生年金保険料の控除額と「ねんき

ん定期便」に記載されている保険料額が相違しているので、標準報酬月額

の記録を給与からの保険料控除額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び事業主が提出した給与明細書、Ｂ公共職業安定所が保管する雇用

保険被保険者離職票、Ｃ市が保管する確定申告書等により確認又は推認できる

報酬月額及び厚生年金保険料控除額から判断すると、申立人は、申立期間にお

いて、オンライン記録の標準報酬月額よりも高額の給与の支払いを受け、当該

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額を超える保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額又は

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、平成 21 年８月は 12 万

6,000円、同年９月から 22年２月までは 22万円とすることが妥当である。 



  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届において、オンライン記録どお

りの標準報酬月額に見合う報酬月額が届け出られていることが確認できること

から、事業主は給与明細書等で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う

標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は当該報

酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 



  

福岡国民年金 事案 2609 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年 10 月から平成２年６月までの期間及び９年４月から 12

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63年 10月から平成２年６月まで 

           ② 平成９年４月から 12年３月まで 

申立期間①については、私が昭和 63 年 10 月にＡ社に入社したところ、

同社は厚生年金保険の適用事業所ではなく、従業員は国民年金に加入して

いたので、私も入社と同時に国民年金に加入し、平成２年７月に同社が適

用事業所となるまで国民年金保険料を納付した。 

申立期間②については、平成９年４月に、同社の経営が困難となったた

め厚生年金保険の適用事業所ではなくなったので、再び国民年金に加入し

12年３月に退職するまで保険料を納付した。 

いずれの期間も保険料は、指定の振込用紙を用いて、毎月納付していた

にもかかわらず、年金事務所の記録では、申立期間①は未納とされ、申立

期間②は未納及び申請免除とされているので、保険料を納付していたもの

と記録を訂正してほしい。 

  

、

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の記

号番号は、昭和 59年 10月頃に払い出されていることが確認できるものの、

オンライン記録により、平成 10年４月 30日に、当該期間が未納期間として

追加入力処理されていることが確認できることから、当該期間は当時、国民

年金の未加入期間であり、国民年金保険料の納付書が発行されることはな

かったと考えられる。 

また、申立人は、「Ａ社に入社した当時、同社は厚生年金保険の適用事業

所ではなく、従業員全員が国民年金に加入していると言われたので、私も国



  

民年金に加入した。」と供述しているが、申立人は国民年金の再加入手続に

関する記憶が定かではなく、申立期間①当時の、同社における事業主及び従

業員の計 14 人について、国民年金への加入状況を確認したところ、６人が

未加入であるなど、申立人の供述とは一致しない上、当時の従業員として申

立人が名前を挙げた者に、申立人の了承を得て申立期間①当時のことを聴取

したが、申立人が保険料を納付していたことまでは分からないと供述してい

る。 

 

２ 申立期間②については、申立人は、「毎月、指定の振込用紙を用いて、郵

便局で国民年金保険料を納付していた。保険料の免除手続は、平成 12 年３

月末にＡ社を退職した後に行った。」と供述しているが、オンライン記録に

より、申立期間②のうち、平成 10年３月から 12年３月までの免除期間につ

いては、10 年４月 15 日及び 11 年５月 17 日に申請を行い、承認されている

ことが確認できる上、国民年金被保険者名簿においても同期間の免除記録が

確認でき、当該記録に不自然な点は見当たらない。 

また、申立人は国民年金の再加入手続や納付した保険料額について具体的

に記憶しておらず、前述の従業員とする者も、申立期間②に係る保険料納付

までは分からないと供述している。 

さらに、申立期間②は、オンラインシステム導入後の期間であり、電算に

よる納付書作成、領収済通知書の光学式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等

事務処理の機械化が図られていることから、３年にわたって、記録漏れや記

録誤り等が発生する可能性は低いものと考えられる。 

、

 

３ 申立人が申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

福岡厚生年金 事案 4521 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から同年９月１日まで 

私のＡ社に係る厚生年金保険の被保険者期間は平成５年９月１日から６

年２月 17 日までの期間となっているが、４年 12 月 31 日に前社を退社して

から８か月間も就職活動をしていたとは考えられない。Ａ社を退職した後
おぼ

雇用保険の失業等給付を受給したことを憶えているので、少なくとも６か

月間は同社に勤務していたはずである。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

、

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録から、申立人が申立期間の一部を含む平成５年７

月 19日から６年２月 10日までの期間にＡ社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、当時の事業主は、「当社は既に廃業しており、当時の資料

は無く、申立人の在籍期間、社会保険への加入手続等については分からな

い。」と回答している。 

また、オンライン記録において申立事業所における厚生年金保険の被保険

者記録が確認できる当時の社会保険事務担当者は、「雇用保険には入社後すぐ

に加入させていたと思うが、厚生年金保険への加入手続は、入社してもすぐに

退職する従業員が多かったので、１か月から数か月の間、様子を見て行ってお

り、加入時期はまちまちだった。」と供述していること、及び申立人と同日の

平成５年９月１日に申立事業所における厚生年金保険の被保険者資格を取得し

ており、雇用保険の被保険者記録が確認できる８人については、雇用保険と厚

生年金保険の被保険者資格取得日の記録が一致していないことが確認できるこ

とから判断すると、申立期間当時、申立事業所は、従業員全員について必ずし

も入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

 



  

さらに、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

福岡厚生年金 事案 4522（事案 390及び 1466の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年８月１日から 35年２月１日まで 

          ② 昭和 35年 11月１日から 37年３月１日まで 

          ③ 昭和 37年３月 10日から 41年 12月 21日まで 

国の記録では、昭和 33 年８月から 41 年 12 月にかけて勤務したＡ社、Ｂ

社及びＣ社（現在は、Ｄ社Ｅ事業所）における厚生年金保険の被保険者期

間について、脱退手当金が支給済みとされている。 

当時は社会保険事務所（当時）の場所も知らず、脱退手当金の請求手続

をしたことも、受給した事実も無く、納得できないので、脱退手当金の支

給記録を訂正してほしいとの申立てを過去に２回、年金記録確認第三者委

員会に行ったが、いずれも申立期間に係る脱退手当金の支給記録の訂正は

認められなかった。 

今回、私が申立期間に係る脱退手当金を受給していないことを証言して

くれる同僚等の証明書を提出するので、再度調査の上、申立期間に係る脱

退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が勤務していたＣ社の厚生

年金保険被保険者名簿において、申立人の厚生年金保険資格喪失日前後１年以

内に資格喪失している 29 人について脱退手当金の支給記録を確認したところ、

25 人について資格喪失後約１か月から６か月後に脱退手当金の支給決定がな

されており、申立人についても事業主による代理請求がなされたのではないか

と考えられること、ⅱ）申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、

Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 42 年３月

２日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえないこ

 



  

となどを理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 20 年 10 月 16 日付け

で年金記録の訂正は必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

その後、申立人は、上記の通知に納得できないことから、再度調査してほ

しいとして再申立てを行っているが、Ｃ社に勤務していた申立人の同僚７人に

聴取したところ、一人は、「申立人と一緒に勤務した記憶がある。当時、勤務

期間が短い人は、勤務した期間の厚生年金保険について、一時金として清算す

るしかないと言われ、当然に脱退手当金を受給していた記憶がある。」、残り

の６人は、「申立人に係る記憶は無いものの、当時、女性の多くが脱退手当金

を受給していた記憶がある。」と供述していることから、当委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情は見当たらないことなどを理由として、既に当委員

会の決定に基づき平成 21 年 10 月 21 日付けで年金記録の訂正は必要とまでは

言えないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、同僚等の証明書を提出し、申立期間に係る脱退手当金を

受給していないことを主張しているが、当該同僚等は、申立人がＣ社に勤務し

ていたことは明確に記憶しているものの、脱退手当金に係る受給の有無につい

ては記憶していないため、当該同僚等の証明書をもって、申立人が脱退手当金

を受給していないことを確認することはできず、申立人の主張以外に、申立人

が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人の主張及び今回の申立て時に提出さ

れた資料は、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 4523 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 49年４月から 50年３月まで 

 Ａ市Ｂ課に臨時職員として勤務していた申立期間に係る厚生年金保険の被

保険者記録が確認できない。申立期間当時に医療機関を受診した際、健康

保険被保険者証を使用した記憶があり、申立期間において勤務していたこ

とは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及びＡ市から提出された昭和 49 年度臨時職員名簿

により、申立人が申立期間において申立事業所に臨時職員として勤務していた

ことは確認できる。 

 しかしながら、Ａ市から提出された資料によれば、臨時職員に係る厚生年金

保険への加入手続は、平成７年４月１日から開始した旨の記載が確認できる上、

同市は、「申立期間当時、臨時職員を厚生年金保険に加入させる取扱いはなく、

同保険に加入させるようになったのは平成７年４月１日以降である。ただし、

健康保険については、臨時職員として採用された時点から、希望者のみをＡ市

職員健康保険組合に加入させていた。」と回答している。 

 また、適用事業所名簿によれば、Ａ市（Ｃ室）は、昭和 49 年７月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間のうち、同年４月１日から同

年７月１日までは、適用事業所ではなかったことが確認できる。 

さらに、平成７年４月以前にＡ市に臨時職員として勤務していた者のうち、

二人について聴取したところ、いずれも前述のＡ市の回答と符合する供述をし

ており、それぞれが勤務していた期間において、厚生年金保険に加入していな

かった旨の供述をしている。 

  

  



  

加えて、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者記録は確認できない上、整

理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

 また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立期間

における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

  




